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1 ――― 先月までの動き 

 先月は、年金改革に関係する審議会等が開催されなかった。 

 

2 ――― ポイント解説：2022年の改正点と次期改革の展望 

 2020年５月に成立した年金制度改正法は、2022年４月に本格的な施行時期を迎える。約５年ごとに

行われる年金改革のペースから考えれば、前回議論された制度改正が結実する時期であるのと同時に、

次期改革へ向けた動きが始まる時期でもある。本稿では、2022年に施行される改正点と残された課題

を確認し、野党の議席増の一方で与党が過半数を確保した総選挙結果を踏まえて次期改革を展望する。 

1｜2022年に施行される改正と先送りされた課題：現行制度からは一歩前進だが、素案からは後退 

 改正法はようやく本格施行となるが、その内容は2019年８月に公表された素案(オプション試算)に

比べて小粒になっている。例えば厚生年金の適用拡大は、2022年10月から社員100人超、2024年10月か

らは社員50人超の企業のパート労働者も対象となり、新たに65万人が厚生年金の対象となる。しかし

素案では拡大規模として３つの選択肢(オプション)が示されたものの、法制化されたのは最も小規模

な選択肢(125万人)の約半数にとどまっている。また、一定以上の給与で働くと年金が段階的に減額さ

図表1 2020年改正法と素案(オプション試算)の比較（主な項目） 

 

    (注１) ○は含まれる、×は含まれない。 

オプション試算 2020年改正法 (2020/5)

(2019/8) <施行時期>

【厚生年金の適用拡大等】

短時間労働者への適用拡大
規模要件撤廃～
(+125万人～)

社員50人超
(+65万人)

社員100人超:2022/10
社員50人超:2024/10

非適用個人事業所への適用拡大 全面拡大(300万) 士業のみ 2022/10

【就労長期化への対応】

基礎年金の適用延長(60歳→65歳) ○ × －

厚生年金の適用延長(70歳→75歳) ○ × －

繰下げ受給の拡大(70歳→75歳) ○ ○ 2022/4

在職老齢年金(65歳以降)の見直し ○ × －

在職老齢年金(60代前半)の見直し × ○ 2022/4

65歳以降在職中の年金額改定(10月) × ○ 2022/4
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*1 検討規定と附帯決議の内容は、本誌2020年6月号で取り上げた。 
*2 現行では65歳になるまで厚生年金に加入しても60歳以降分は基礎年金額に反映されないが、追加試算では反映される。 
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れる仕組み(在職老齢年金)については、素案では65歳以上向けの制度の廃止か緩和という選択肢が示

されたが、最終的には両選択肢とも見送られ、いずれは対象者がいなくなる60代前半向け制度の緩和

となった。さらに、基礎年金の水準低下への対応策である拠出期間の延長と延長に伴う給付の増額も、

先送りとなった。その結果、改正法の検討規定や国会の附帯決議に多数の項目があがっている*1。 

2｜次期改革の展望と総選挙後の課題：理解が広がり、政争の具となるのを回避できるか 

 前述した2020年の改正法に盛り込まれなかった選択肢は、2014年の素案から持ち越された選択肢で

あった。そのため、次期改革に向けてみたび議論されたとしても、何らかの工夫や新機軸がなければ

実現は難しいだろう。そこで注目されるのが、2020年12月に厚労省が公表した「追加試算」である。 

 追加試算では、以前からの基礎年金拠出期間の延長案に関する工夫と、新機軸であるマクロ経済ス

ライドの調整期間の一致(同時停止)を組み合わせた案が示された。基礎年金拠出期間の延長案は、60

代前半の就労が進む現状に合い*2、基礎年金の低下を抑制する案として評価されている。しかし、財源

の半分を占める国庫負担が現行制度よりも増えるため、法案化に至っていなかった。そこで追加試算

には、拠出期間の延長に伴う分は国庫負担を得ずに既存の保険料財源で賄う案も盛り込まれた。 

 また、現行制度では現役時代に給与が高い人ほど年金全体の水準低下が小さいという逆進的な問題

が生じるため、すべての人が基本的に同じ低下率となるように同時停止案も組み込まれている。この

案については、今年９月に田村前厚労相が記者会見で言及した際、厚生年金財政から基礎年金財政へ

拠出する金額が現行制度より多くなる点などに不満の声があがった。しかし、基礎年金の水準が底上

げされる影響で、多くの厚生年金受給世帯は現行制度よりも年金全体の水準低下が抑えられる。 

 同時停止案に対しては、複数の野党が同様な案の検討を国会で政府に求め、田村前厚労相は記者会

見で是非とも実現したいと語っていた。この状況を考えれば実現可能性が高そうにも思えるが、予断

は禁物である。年金改革が政争の具となり、内容は別として与野党双方が相手の案には賛成できない

という状況になる可能性や、まったく別の案が話題になる可能性もある。政局に振り回されないよう、

現行制度の問題点と見直し案について人々の理解が広まり、議論が深まることを期待したい。 

図表２ 現行制度と追加試算(3)における給付水準の将来的な低下率の比較例 (厚生年金受給世帯) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 経済ゼロ成長ケースはケースⅤ(2029年度以降20～30年間の実質経済成長率が0％のケース)。追加試算3は基礎年金に45年加入する制度

だが、現行との比較のため40年加入で計算。年収は加入中の年収の2019年度価格での平均。単身年収は夫婦と同じ低下率になる年収。 
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